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JICA食料安全保障イニシアティブのご紹介
（アフリカ食料危機への対応）
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本日の発表

1. 世界の食料・栄養の状況

2. ウクライナ情勢が世界の食料・農業・栄養に
与える影響

3. 「JICAアフリカ食料安全保障イニシアティブ」

立ち上げ
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栄養不良人口の割合 栄養不良人口の数

出典：FAO, IFAD, UNICEF, WFP and FAO (2022) :  The State Food Security and Nutrition in the World 

1. 世界の食料・栄養 の状況
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コロナ禍により世界では低栄養人口が急増

◆ 7.02～8.28億人が飢餓に直面。
コロナ前より1.50億人増加
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低栄養人口の割合

●2014年以降上昇に転じ、2020年はコロナ禍により急増
●アフリカの低栄養人口の割合は世界平均の倍以上
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出典：FAO, AU, UN Economic Commission for Africa(2021): Africa Regional Overview of Food Security and Nutrition

特にアフリカで低栄養人口が急増
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「食料危機に関するグローバル
報告書2022」（2022年5月）
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• 2021年に53の国や地域で1億9300万人が危機的、もしくはよ
り深刻な急性食料不安に直面。2020年比で4000万人近く増
加。

• 危機的、もしくはより深刻な食料不安に直面している人数
は2016年から2021年にかけてほぼ2倍に増加。

• 食料危機の根本原因は、貧困や不平等に加え、紛争、環境
や気候危機、経済、健康・医療危機（複合リスク）。

出典：Global Network on Food Crises(2022) Global report on food crises 2022: Joint analysis for better decisions 

• 国連事務総長は、ウクライナ危機により危機的、もしくは
より深刻な急性食料不安に直面する人口の急増を指摘。



◆ ウクライナは､世界有数の穀物の輸出国。小麦は第５位。
大麦､メイズ、ヒマワリ油の主要輸出国。アフリカ､中
東を中心にウクライナからの輸入に依存。

◆ 主要ルートである黒海からの輸出に大きな懸念あり。

◆ コロナ禍以降肥料価格が上昇。現在も高値で推移。
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2. ウクライナ情勢が世界の食料・農業・
栄養 に与える影響

ウクライナ侵攻により世界、特にアフリカの
食料安全保障への懸念が高まる



出典：FAO(2022) The importance of Ukraine and the Russian Federation for global agricultural markets and 
the risks associated with the current conflict (25 March 2022 Update )
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小麦、大麦、メイズの主要輸出国

ウクライナは穀物の主要輸出国
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出典： Impact of the Ukraine-Russia conflict on global food security and related matters under the mandate of 

FAO (8 April 2022)

ロシアとウクライナからの輸入小麦への依存度

ロシア ウクライナ

多くの国がウクライナ、（ロシア）からの小麦に
依存（特にアフリカ、中東）
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出典： AMIS Article ”Black Sea Grain Initiative: Why the agreement is important for global food market” (9 November 2022)

◆7月に黒海穀物イニシアティブに合意。8月から輸出再開。
◆11月上旬にロシアが一時停止も復活。11/19より120日間延長。
先行き不透明。

ウクライナからの穀物輸出は侵攻前には
戻っていない
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◆コロナ禍で価格上昇。ウクライナ侵攻で更に急騰も､侵攻
前の水準に低下。黒海から輸出次第では予断を許さない。

◆穀物価格は2014/2016時と比べ約1.5倍の高値。

出典：FAO Food Price Index (06/1/2023)

食料全体の価格(2019～) Commodity毎の価格(2021/11～)

世界の食料価格は穀物を中心に高値で推移



◆コロナ禍で肥料価格は高騰。ウクライナ侵攻後更に急騰。

◆天然ガス需要減により窒素肥料価格はやや低下も依然高値。
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出典：

AMIS Market Monitor,

December 2022

国際的な肥料価格が高騰、農業生産への悪影響を懸念
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◆世界の食料輸入額は1.94兆円に増加（昨年の過去最高額
から10％増加）

◆総額の85％は高・中高所得国。価格高騰に対応。

◆大きな影響を受けるのは脆弱国。輸入総額はほぼ横ばい、
しかし数量ベースでは10％減少と予測。

FAO Food Outlook  (11/11/2022)

◆輸入依存では持ちこたえられないと警鐘を鳴らす

“These are alarming signs from a food security 

perspective, indicating importers are finding it difficult to 

finance rising international costs, potentially heralding an 

end of their resilience to higher international prices,”

各国で食料の輸入コストが増加。
輸入依存からの転換が必要
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ウクライナ侵攻後、アフリカの多くの国で食糧事情が悪化。
食料価格は低下傾向も1年前より大幅に高値。

出典： AGRA:  Food Security Monitor (November 2022)

Food Insecurityの状況と食料価格の動向(2022年11月)
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AGRAがﾓﾆﾀｰする全17か国で食料摂取不足が発生。
南ｽｰﾀﾞﾝ､ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ､ﾏﾘ､ﾆｼﾞｪｰﾙでは人口の50％以上
が食料摂取不足に陥っている

出典： AGRA:  Food Security Monitor (November 2022)

食料摂取不足の発生状況
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アフリカでは食料需要が急増

出典： FAO:  The future of food and agriculture – Drivers and triggers for transformation (December 2022)

地域別の食料消費量と増加率(2000～2020)

◆ 社会経済・環境の変化による持続可能な食料・農業システムが必要
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何が必要？

◆緊急・短期的：アフリカ等脆弱国・地域に
対する農業生産を可能とするための支援
（肥料等投入財他）

◆中・長期的：食料輸入に過度に依存せず、
リスクに対応できるレジリエントな農業へ
の転換（国、組織、農家）
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JICAアフリカ食料安全保障イニシアティブ
の立上げ

◆アフリカを中心に食料危機に直面。

◆本年11月に、食と農業開発を通じた「人間の安全保
障」の実現を目指し「JICAアフリカ食料安全保障イ
ニシアティブ」を立ち上げた。

◆①緊急・短期的支援、②中・長期的支援に取り組む。
JICAの支援の中心は②中・長期的支援。 CARD、SHEP、
IFNAの一層の推進が中核。

◆2022年11月15日に世界人口の80億人到達に合わせて、
食料危機に直面するアフリカの食料安全保障の強化
に向けたJICAの支援についてプレスリリースを発表。

https://digitalpr.jp/r_detail.php?release_id=65049

https://digitalpr.jp/r_detail.php?release_id=65049
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1.食糧生産（Food Availability）

JICAアフリカ食料安全保障イニシアティブ
ーパートナーとの協働による食と農業開発を通じた「人間の安全保障」の実現ー

2.農家の育成・民間農業開発(Food Access)

3.栄養改善(Food Utilization)

（１）緊急支援：ｱﾌﾘｶ開銀と連携
●肥料や種子に対する支援

（2）中長期支援
●コメ生産倍増支援（CARD２)

（１）小規模農家の育成
（SHEP)

IFNA: Food and Nutrition Security in Africa

（2）民間連携
・海外・本邦民間企業と連携

⚫ 食料安全保障の4つの視点から、１.食料生産（Availability）、2．農家の育成・民間農業開
発（Access）、3．栄養改善（Utilization）、4．気候変動対策（Stability）の支援を展開。

⚫ ①2030年までに約2.5億人分の必要エネルギー（相当）の食料生産と27万人の栄養改善、
②2025年までに20万人の農業人材の育成への貢献を目指す。

Food Security

Food
Availability

(CARD)

Food
Access

(SHEP)

Food
Stability

(気候変動)

Food
Utilization

(IFNA)
SHEP: Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion

4．気候変動対策
(Food Stability)

CARD2: Coalition for African Rice development 2

（１）栄養改善の推進
（IFNA)
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参考：プレスリリース（2022/11/9付）
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ご清聴どうもありがとうございました
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